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附 則 
１ この要綱は、平成25年５月23日から施行する。 
２ この要綱は、令和８年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第７条、第８条、第10条第３項、第11条第３項及び第13条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。 

附 則
　この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成29年12月21日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、令和５年３月31日から施行する。
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別表第２（略）
別記第１号様式～８号様式（略）
	第１条～14条　（略）

附 則 
１ この要綱は、平成25年５月23日から施行する。 
２ この要綱は、令和６年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第７条、第８条、第10条第３項、第11条第３項及び第13条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

附 則
　この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成29年12月21日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

[新設]
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別表第２（略）
別記第１号様式～８号様式（略）
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別表第１（第３条関係）

１ 新規就農促進事業 ２ 規模拡大促進事業 ３　高度化促進事業 ４　災害復旧事業

市町村、農業協同組合

付帯施設のみの申請も認める。

事業区分

事業実施主体 市町村又は農業協同組合

　畜産施設等(家畜飼養管理施設建屋、電気、給排水、給餌、換気、冷暖房及び繋留施設等)の整備に係る経費その他特に必要があると認める経費。ただ

し、各畜産施設等の補助限度額は、次のとおりとする。

・肉用牛飼養施設：55,000

 

円／ｍ

２

・乳用牛飼養施設：7



8,000

 

円／ｍ

２

・養豚施設（一般豚舎）：8



7,000

 

円／ｍ

２

　　　　　（分娩豚舎）：1



39,000

 

円／㎡

・養鶏施設（開放鶏舎）：3



7,000

 

円／ｍ

２

　　　　　（ウィンドレス鶏舎）：9



3,00

 

0



円／ｍ

２

※ただし災害復旧事業においては（補助限度額×整備面積（被災した畜産施設の面積を上限とする。））から受取共済金額または相当額を控除した額

以下の付帯施設を整備する場合は、各区分の限度額に上乗せして申請すること。

・たい肥舎(副資材の保管施設も含む）,飼料庫：5



6,000

 

円／㎡

※ただし災害復旧事業においては（補助限度額×整備面積（被災した付帯施設の面積を上限とする。））から受取共済金額または相当額を控除した額　　　

付帯施設のみの申請は認めない。

<備考>１受益者（畜産施設の利用者）当たりの補助金額は、5



,000万

 

円を上限とする。

　　　県補助金額に1,000円未満の端数が生じた場合は、切り捨てることとする。

事業内容

　次に掲げる項目を全て満たす者を

対象とした畜産施設のレンタル事業

に要する畜産施設等の整備

・畜産業新規就農者（就農後５年間

　まで）又は畜産業新規就農が確実

　と見込まれる者

・就農経営計画が適正な者

・簿記記帳を行う者 

　自立経営の確立を目指して、規模

拡大等を図ろうとする畜産農家で

あって、次に掲げる項目を全て満た

す者を対象とした畜産施設のレンタ

ル事業に要する畜産施設等の整備

・経営改善に意欲を持ち、経営改善

　計画が適正な農業者

・簿記記帳を行う者

　規模拡大に合わせ既存施設を高度

化すること、または既存施設を改修

等することにより、５％以上の生産

性の向上を図ろうとする畜産農家で

あって、次に掲げる項目を全て満た

す者を対象とした畜産施設のレンタ

ル事業に要する畜産施設等の整備

・経営改善に意欲を持ち、経営改善

　計画が適正な農業者

・簿記記帳を行う者

・耐用年数を経過した施設を対象と

　する

　台風等の自然災害により被災した

畜産施設等の復旧を図ろうとする畜

産農家であって、次に掲げる項目を

全て満たす者を対象とした畜産施設

のレンタル事業に要する畜産施設等

の整備

・経営改善に意欲を持ち、経営改善

　計画が適正な農業者

・簿記記帳を行う者

補助対象経費及

び補助限度額

畜産施設本体

付帯施設（本体

対象以外の施

設）

補助率

県

・平坦地域：３分の１以内

・中山間地域：５分の２以内

（中山間地域とは、特定農山村法、山村振興法、過疎法、半島振興法、離島

振興法のいずれかに指定された地域とする。）

・付帯施設：３分の１以内

・３分の１以内

（ただし、既存施設の面積を超えて

整備する場合、拡大となる部分につ

いては、規模拡大促進区分の補助率

を適用する。）

・付帯施設：３分の１以内

・５分の２以内

（ただし、既存施設の面積を超えて

整備する場合、拡大となる部分につ

いては、規模拡大促進区分の補助率

を適用する。）

・付帯施設：５分の２以内

市町村 ３分の１以上
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別表第１（第３条関係）

１ 新規就農促進事業 ２ 規模拡大促進事業 ３　高度化促進事業 ４　災害復旧事業

市町村、農業協同組合

付帯施設のみの申請も認める。

事業区分

事業実施主体 市町村又は農業協同組合

　畜産施設等(家畜飼養管理施設建屋、電気、給排水、給餌、換気、冷暖房及び繋留施設等)の整備に係る経費その他特に必要があると認める経費。ただ

し、各畜産施設等の補助限度額は、次のとおりとする。

・肉用牛飼養施設：43千

 

円／ｍ

２

・乳用牛飼養施設：61千

 

円／ｍ

２

・養豚施設（一般豚舎）：68千

 

円／ｍ

２

　　　　　（分娩豚舎）：108千

 

円／㎡

・養鶏施設（開放鶏舎）：29千

 

円／ｍ

２

　　　　　（ウィンドレス鶏舎）：72千

 

円／ｍ

２

※ただし災害復旧事業においては（補助限度額×整備面積（被災した畜産施設の面積を上限とする。））から受取共済金額または相当額を控除した額

以下の付帯施設を整備する場合は、各区分の限度額に上乗せして申請すること。

・たい肥舎(副資材の保管施設も含む）,飼料庫：44千

 

円／㎡

※ただし災害復旧事業においては（補助限度額×整備面積（被災した付帯施設の面積を上限とする。））から受取共済金額または相当額を控除した額　　　

付帯施設のみの申請は認めない。

<備考>１受益者（畜産施設の利用者）当たりの補助金額は、50,000千

 

円を上限とする。

　　　県補助金額に1,000円未満の端数が生じた場合は、切り捨てることとする。

事業内容

　次に掲げる項目を全て満たす者を

対象とした畜産施設のレンタル事業

に要する畜産施設等の整備

・畜産業新規就農者（就農後５年間

　まで）又は畜産業新規就農が確実

　と見込まれる者

・就農経営計画が適正な者

・簿記記帳を行う者 

　自立経営の確立を目指して、規模

拡大等を図ろうとする畜産農家で

あって、次に掲げる項目を全て満た

す者を対象とした畜産施設のレンタ

ル事業に要する畜産施設等の整備

・経営改善に意欲を持ち、経営改善

　計画が適正な農業者

・簿記記帳を行う者

　規模拡大に合わせ既存施設を高度

化すること、または既存施設を改修

等することにより、５％以上の生産

性の向上を図ろうとする畜産農家で

あって、次に掲げる項目を全て満た

す者を対象とした畜産施設のレンタ

ル事業に要する畜産施設等の整備

・経営改善に意欲を持ち、経営改善

　計画が適正な農業者

・簿記記帳を行う者

・耐用年数を経過した施設を対象と

　する

　台風等の自然災害により被災した

畜産施設等の復旧を図ろうとする畜

産農家であって、次に掲げる項目を

全て満たす者を対象とした畜産施設

のレンタル事業に要する畜産施設等

の整備

・経営改善に意欲を持ち、経営改善

　計画が適正な農業者

・簿記記帳を行う者

補助対象経費及

び補助限度額

畜産施設本体

付帯施設（本体

対象以外の施

設）

補助率

県

・平坦地域：３分の１以内

・中山間地域：５分の２以内

（中山間地域とは、特定農山村法、山村振興法、過疎法、半島振興法、離島

振興法のいずれかに指定された地域とする。）

・付帯施設：３分の１以内

・３分の１以内

（ただし、既存施設の面積を超えて

整備する場合、拡大となる部分につ

いては、規模拡大促進区分の補助率

を適用する。）

・付帯施設：３分の１以内

・５分の２以内

（ただし、既存施設の面積を超えて

整備する場合、拡大となる部分につ

いては、規模拡大促進区分の補助率

を適用する。）

・付帯施設：５分の２以内

市町村 ３分の１以上


